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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第81期 

第２四半期 
連結累計期間 

第82期 
第２四半期 

連結累計期間 
第81期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年９月30日 

自平成29年４月１日 
至平成29年９月30日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

売上高 
百万円 

561,920 619,622 1,135,524 

（第２四半期連結会計期間） (300,995) (344,658)  

税引前四半期(当期)純利益 百万円 109,728 109,804 200,418 

当社株主に帰属する四半期(当期)

純利益 百万円 
84,701 91,073 156,060 

（第２四半期連結会計期間） (47,026) (57,937)  

当社株主に帰属する四半期(当期)

包括利益 
百万円 40,132 104,108 158,146 

株主資本 百万円 1,260,231 1,435,539 1,354,819 

総資産額 百万円 1,508,088 1,821,657 1,634,999 

１株当たり当社株主に帰属する四半

期(当期)純利益金額 円 
398.46 428.09 733.87 

（第２四半期連結会計期間） (221.05) (272.33)  

潜在株式調整後１株当たり当社株主

に帰属する四半期(当期)純利益金額 
円 － － － 

株主資本比率 ％ 83.6 78.8 82.9 

営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 95,034 106,371 243,920 

投資活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △46,536 △44,016 △202,697 

財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △32,346 △23,268 △11,729 

現金及び現金同等物の四半期末 

(期末)残高 
百万円 229,500 278,050 239,184 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社の連結財務諸表及び四半期連結財務諸表の金額については、百万円未満の端数を四捨五入して表示して

おります。

４．当社の連結財務諸表及び四半期連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して作成しております。

５．当社は、米国の「財務会計基準審議会（ＦＡＳＢ）会計基準書（ＡＳＣ）260（１株当たり利益）」を適用

しております。潜在株式調整後１株当たり当社株主に帰属する四半期（当期）純利益金額については、希薄

化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当社グループ（当社及び関係会社）は、コンポーネント（コンデンサ・圧電製品など）、モジュール（通信モジュ

ール・電源など）の電子部品並びにその関連製品の開発及び製造販売を主たる事業として行っております。 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 また、当第２四半期連結累計期間における主要な関係会社の異動については、株式会社東北村田製作所及びSony 

Electronics (Wuxi) Co., Ltd.を新規連結子会社として、コンポーネントに含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 Vios Medical, Inc.の買収

 平成29年９月22日に当社は、Vios Medical, Inc.（以下、Vios社）との間で、当社が本件買収のために設立した

子会社を合併消滅会社とし、Vios社を合併存続会社とする逆三角合併の方法により、Vios社の発行済株式全てを当社

が取得することを内容とするAGREEMENT AND PLAN OF MERGER（以下、本契約）を締結しました。 

 本契約の詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 四半期連結財務諸表注記事項 XⅢ後発事象」

に記載のとおりであります。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の概況

 当第２四半期連結累計期間の世界の経済情勢は、米国では雇用拡大や所得環境の改善を背景に景気の回復基調が

持続しており、欧州では金融緩和や雇用改善が個人消費を後押しし経済成長が継続したほか、中国においては各種

政策により景気が底堅く推移するなど、総じて緩やかな回復を示しました。 

 当社が属するエレクトロニクス市場は、カーエレクトロニクス向けで自動車の安全性や利便性の向上による電装

品の搭載数増加、スマートフォンの高機能化による１台当たりの部品数増加、ＰＣの薄型化や高機能化、さらにネ

ットワークに接続できるＡＶ機器や家電が普及していることなどにより、電子部品需要が拡大しました。 

 このように当社は伸びる市場に注力し、当第２四半期連結累計期間の売上高は、為替変動（前年同四半期連結累

計期間比５円72銭の円安）の影響もあり、前年同四半期連結累計期間比10.3％増の619,622百万円となりました。 

 利益につきましては、原価低減の取り組みと新製品の継続的な投入を推し進めましたが、製品価格の値下がり、

新製品の生産拡大に係る建物及び生産設備を中心とした減価償却費や投資関連費用の増加などの減益要因により、

営業利益は前年同四半期連結累計期間比8.2％減の99,564百万円、税引前四半期純利益は平成29年９月１日のソニ

ー株式会社からの電池事業取得に伴い発生した負ののれん発生益を計上したことなどにより同0.1％増の109,804百

万円、当社株主に帰属する四半期純利益は同7.5％増の91,073百万円となりました。 

 

 事業別セグメントについては、コンポーネントは売上高が433,552百万円（前年同四半期連結累計期間比9.6％

増）で事業利益（※）が100,267百万円（同8.7％減）、モジュールは売上高が202,966百万円（同10.4％増）で事業

利益が20,903百万円（同18.1％増）、その他は売上高が41,742百万円（同93.8％増）で事業利益が4,494百万円

（同74.3％増）となりました。

（※）「事業利益」は売上高から事業に直接帰属する費用を控除した利益であります。 

 

 当第２四半期連結累計期間の製品別の売上高を前年同四半期連結累計期間と比較した概況は、以下のとおりであ

ります。

〔コンデンサ〕 

 この区分には、積層セラミックコンデンサなどが含まれます。 

 当第２四半期連結累計期間は、主力の積層セラミックコンデンサについて、カーエレクトロニクス向けが自動車

の電装化の進展で大きく増加、通信機器向けがスマートフォンの新モデル向けで新製品が増加したほか、全ての用

途において需要が拡大し、大きく増加しました。 

 その結果、コンデンサの売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ17.8％増の209,040百万円となりました。 

〔圧電製品〕 

 この区分には、表面波フィルタ、圧電センサ、発振子、セラミックフィルタなどが含まれます。

 当第２四半期連結累計期間は、中国スマートフォンの在庫調整に伴う生産台数減少の影響により表面波フィルタ

が大きく減少しました。 

 その結果、圧電製品の売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ11.9％減の78,524百万円となりました。 
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〔その他コンポーネント〕 

 この区分には、コイル、ＥＭＩ除去フィルタ、コネクタ、センサ、サーミスタ、リチウムイオン二次電池などが

含まれます。 

 当第２四半期連結累計期間は、コネクタが通信機器向けにおいて採用モデルでの員数低下により減少しました

が、コイルやＥＭＩ除去フィルタがカーエレクトロニクス向け、ＡＶ機器向けで好調だったほか、取得が完了した

リチウムイオン二次電池が加わったことから、大きく増加しました。 

 その結果、その他コンポーネントの売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ16.0％増の127,660百万円とな

りました。

〔通信モジュール〕 

 この区分には、近距離無線通信モジュール、多層モジュール、通信機器用モジュール、樹脂多層基板、多層デバ

イスなどが含まれます。

 当第２四半期連結累計期間は、多層モジュール、通信機器用モジュールがハイエンドスマートフォン向けで特定

顧客向けのシェア減少により振るいませんでしたが、近距離無線通信モジュールがスマートフォン向けやＰＣ向け

で好調であったほか、樹脂多層基板がハイエンドスマートフォンの採用モデルでの員数増加により大きく伸長しま

した。 

 その結果、通信モジュールの売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ10.7％増の178,340百万円となりまし

た。

〔電源他モジュール〕

 この区分には、電源などが含まれます。

 当第２四半期連結累計期間は、電源がＯＡ機器向けなどで増加しました。 

 その結果、電源他モジュールの売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ8.9％増の24,619百万円となりまし

た。 
 

(2）キャッシュ・フローの状況 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加が36,801百万円、た

な卸資産の増加が36,741百万円となりましたが、キャッシュ・フローの源泉となる四半期純利益が91,074百万円、

減価償却費が60,523百万円、仕入債務の増加が18,217百万円となったことなどにより、106,371百万円のキャッシ

ュ・インとなりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期連結累計期間に比べ11,337百万円の増加となりました。 
 
＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、短期投資の減少が85,093百万円、有

価証券及び投資項目の償還及び売却が21,123百万円となりましたが、設備投資が132,821百万円、事業の取得が

12,062百万円、有価証券及び投資項目の購入が7,328百万円となったことなどにより、44,016百万円のキャッシ

ュ・アウトとなりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期連結累計期間に比べ2,520百万円の増加となりました。 
 
＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いが23,401百万円とな

ったことなどにより、23,268百万円のキャッシュ・アウトとなりました。

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期連結累計期間に比べ9,078百万円の増加となりました。

 
(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(4）研究開発活動 

  当第２四半期連結累計期間における研究開発活動に要した費用は、44,605百万円であります。なお、当第２四半

期連結累計期間における研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(5）生産、受注及び販売の実績

①生産実績

 当第２四半期連結累計期間の製品別の生産実績は、下表のとおりであります。

 

生産実績
（平成29年４月１日～平成29年９月30日）

金額（百万円） 構成比（％）
前年同四半期連結
累計期間比（％）

  コンデンサ 218,560 33.0 19.3

  圧電製品 74,145 11.2 △22.0

  その他コンポーネント 142,702 21.6 29.9

  コンポーネント計 435,407 65.8 12.2

  通信モジュール 203,516 30.8 33.0

  電源他モジュール 22,396 3.4 △2.6

  モジュール計 225,912 34.2 28.3

  計 661,319 100.0 17.2

 （注）１．金額は、販売価格で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．以下の製品別諸表については、主たる事業である電子部品並びにその関連製品の生産、受注及び販売の実績

を記載しております。ソニー株式会社より譲渡された電池事業は、当第２四半期連結累計期間より「その他

コンポーネント」に含んでおります。

４．スマートフォン、ＰＣ向けの電子部品の需要増により、通信モジュールの「生産実績」が前年同四半期連結

累計期間比で、大幅な増加となりました。

 

②受注状況 

 当第２四半期連結累計期間の製品別の受注高及び受注残高は、下表のとおりであります。

 

受注高
（平成29年４月１日～平成29年９月30日）

受注残高
（平成29年９月30日現在）

金額
（百万円）

構成比
（％）

前年同四半
期連結累計
期間比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

前連結会計
年度末比
（％）

  コンデンサ 247,559 36.5 34.5 101,003 42.2 61.6

  圧電製品 81,547 12.0 5.6 21,677 9.1 16.2

  その他コンポーネント 136,097 20.1 20.0 57,012 23.8 152.5

  コンポーネント計 465,203 68.6 24.2 179,692 75.1 73.3

  通信モジュール 187,312 27.7 11.5 52,021 21.7 20.8

  電源他モジュール 25,182 3.7 14.9 7,648 3.2 7.9

  モジュール計 212,494 31.4 11.9 59,669 24.9 19.0

  計 677,697 100.0 20.0 239,361 100.0 55.6

 （注）１．金額は、販売価格で表示しております。

       ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

       ３．カーエレクトロニクス、ＰＣ向けの電子部品の需要増により、コンデンサの「受注高」が前年同四半期連結

累計期間比で、「受注残高」が前連結会計年度末比で、大幅な増加となりました。

       ４．ソニー株式会社より譲渡された電池事業の受注残高を当第２四半期連結会計期間末の「その他コンポーネン

ト」に含めたことにより、その他コンポーネントの「受注残高」が前連結会計年度末比で、大幅な増加とな

りました。
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③販売実績 

 当第２四半期連結累計期間の製品別の販売実績は、下表のとおりであります。

 

販売実績
（平成29年４月１日～平成29年９月30日）

金額（百万円） 構成比（％）
前年同四半期連結
累計期間比（％）

  コンデンサ 209,040 33.8 17.8

  圧電製品 78,524 12.7 △11.9

  その他コンポーネント 127,660 20.7 16.0

  コンポーネント計 415,224 67.2 10.2

  通信モジュール 178,340 28.8 10.7 

  電源他モジュール 24,619 4.0 8.9 

  モジュール計 202,959 32.8 10.4

  計 618,183 100.0 10.3

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(6）設備の状況

①主要な設備の状況

 当第２四半期連結累計期間において、㈱東北村田製作所、Sony Electronics (Wuxi) Co., Ltd.及びMurata 

Energy Device Singapore Pte. Ltd.を新規連結したことに伴い、コンポーネントで主に生産設備等が増加しまし

た。

②設備の新設、除却等の計画

 前連結会計年度末における当連結会計年度の主要な設備の新設計画において、当第２四半期連結累計期間におい

て重要な変動があったものは、以下のとおりであります。なお、当連結会計年度の重要な設備の新設、改修等に係

る投資予定金額は、260,000百万円であります。

会社名 所在地 
主要な事業の内

容 
設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定 

総額 

（百万円） 
着手 完了 

㈱富山村田製作所 
富山県 

富山市 

コンポーネント

及びモジュール

の製造 

コンポーネント

及びモジュール

生産設備 

56,000 
手元資金及びグ

ループ内借入金 
平成29年４月 平成30年３月 

Murata Energy 

Device Singapore 

Pte. Ltd. 

シンガ

ポール 

コンポーネント

の製造 

コンポーネント

生産設備 
11,000 

手元資金及びグ

ループ内借入金 
平成29年９月 平成30年３月 

Sony Electronics 

(Wuxi) Co., Ltd. 
中国 

コンポーネント

の製造 

コンポーネント

生産設備 
7,000 

手元資金及び増

資資金 
平成29年９月 平成30年３月 

㈱東北村田製作所 
福島県 

郡山市 

コンポーネント

の製造 

コンポーネント

生産設備 
4,000 

手元資金及びグ

ループ内借入金 
平成29年９月 平成30年３月 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 581,000,000

計 581,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在発行数（株）

（平成29年９月30日）
提出日現在発行数（株）
（平成29年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品 
取引業協会名

内容

普通株式 225,271,427 225,271,427
東京証券取引所市場第一部

シンガポール証券取引所

単元株

式数

100株

計 225,271,427 225,271,427 － －

 （注）発行済株式数のうち350,000株は現物出資（株式会社 福井村田製作所株式 昭和37年９月５日払込 17百万

円）によるものであります。

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数
(千株)

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成29年７月28日 7 225,271 67 69,444 67 107,733

 （注）譲渡制限付株式報酬の付与を目的とした新株式の有償発行によるものです。

    発行価格   17,270円

    資本組入額   8,635円

    割当先    取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く）７名、執行役員14名
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（６）【大株主の状況】

    平成29年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

JP MORGAN CHASE BANK 380055 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決

済営業部） 

270 PARK AVENUE, NEW YORK, NY 10017, 

UNITED STATES OF AMERICA 

（東京都港区港南２－15－１品川インタ

ーシティA棟） 

18,646 8.3 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口) 
東京都中央区晴海１－８－11 11,657 5.2 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 8,076 3.6 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１－６－６ 

日本生命証券管理部内 
7,361 3.3 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店 

カストディ業務部） 

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA 

USA 02111 

（東京都中央区日本橋３－11－１） 

7,329 3.2 

株式会社京都銀行 
京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町

700 
5,260 2.3 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 5,240 2.3 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口５） 
東京都中央区晴海１－８－11 3,961 1.8 

株式会社滋賀銀行 滋賀県大津市浜町１－38 3,551 1.6 

STATE STREET BANK WEST CLIENT-

TREATY 505234 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決

済営業部） 

1776 HERITAGE DRIVE, NORTH QUINCY, 

MA 02171,U.S.A. 

（東京都港区港南２－15－１品川インタ

ーシティA棟） 

3,160 1.4 

計 － 74,245 33.0 

 （注）１．当社は、自己株式12,526千株を保有しておりますが、当該株式には議決権がないため上記大株主の状況から

除いております。

    ２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数については、当社として把握することができないため記載

しておりません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

 無議決権株式 － － －

 議決権制限株式(自己株式等) － － －

 議決権制限株式(その他) － － －

 完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 12,526,400 － 単元株式数100株

 完全議決権株式(その他) 普通株式 212,413,900 2,124,139 同上

 単元未満株式 普通株式 331,127 － １単元(100株)未満の株式

 発行済株式総数 225,271,427 － －

 総株主の議決権 － 2,124,139 －

（注） 「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社所有の自己株式であります。

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社村田製作所
京都府長岡京市東神足１

丁目10番１号
12,526,400 － 12,526,400 5.6

計 － 12,526,400 － 12,526,400 5.6

 

 

２【役員の状況】

   前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 

   役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
常務執行役員

企画管理本部 本部長
取締役

常務執行役員

経理・財務・企画グループ

統括部長

市場渉外部担当 

竹村 善人 平成29年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号、以下「四半期連結財務諸表規則」という）（附則第４条適用）の規定に基づき、米国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

   
前連結会計年度末 

（平成29年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間末 

（平成29年９月30日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

構成比 
（％） 金額（百万円） 

構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金   170,929     185,904    

２．短期投資   173,401     117,944    

３．有価証券 Ⅱ 53,043     37,750    

４．受取手形   271     2,771    

５．売掛金   209,596     270,504    

６．貸倒引当金   △905     △1,066    

７．たな卸資産 Ⅲ 211,447     282,436    

８．繰延税金資産   25,890     -    

９．前払費用及び 
その他の流動資産   27,759     27,512    

流動資産合計     871,431 53.3   923,755 50.8 

Ⅱ 有形固定資産              

１．土地   50,761     61,228    

２．建物及び構築物   394,239     436,330    

３．機械装置及び工具器具備品   950,280     1,032,616    

４．建設仮勘定   40,035     61,219    

５．減価償却累計額   △927,346     △973,010    

有形固定資産合計     507,969 31.1   618,383 33.9 

Ⅲ 投資及びその他の資産              

１．投資 Ⅱ 103,468     104,757    

２．無形資産   48,883     56,618    

３．のれん   62,102     68,889    

４．繰延税金資産   5,259     21,292    

５．その他の固定資産   35,887     27,963    

投資及びその他の資産合計     255,599 15.6   279,519 15.3 

資産合計     1,634,999 100.0   1,821,657 100.0 
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    前連結会計年度末 
（平成29年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成29年９月30日） 

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 構成比 
（％） 

金額（百万円） 構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．短期借入金   46,118     46,341    

２．買掛金   57,918     92,659    

３．未払給与及び賞与   34,075     40,952    

４．未払税金   7,240     16,968    

５．未払費用及び 
その他の流動負債 

  63,383     104,582    

流動負債合計     208,734 12.8   301,502 16.6 

Ⅱ 固定負債              

１．長期債務   545     664    

２．退職給付引当金   59,324     68,530    

３．繰延税金負債   9,677     12,993    

４．その他の固定負債   1,385     1,931    

固定負債合計     70,931 4.3   84,118 4.6 

Ⅲ 約定債務 Ⅷ            

負債合計     279,665 17.1   385,620 21.2 
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    前連結会計年度末 
（平成29年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成29年９月30日） 

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 構成比 
（％） 

金額（百万円） 構成比 
（％） 

（資本の部） XⅡ            

Ⅰ 株主資本 Ⅴ            

１．資本金     69,377     69,444  
 

普通株式 

授権株式数 

  前連結会計年度末 

581,000,000株 

当第２四半期 
連結会計期間末 

581,000,000株 

発行済株式総数 

 前連結会計年度末 

225,263,592株 

当第２四半期 

連結会計期間末 

225,271,427株 
 

             

２．資本剰余金     114,290     114,259  

３．利益剰余金     1,241,180     1,308,852  

４．その他の包括損失 
  累計額 Ⅵ            

（１）有価証券未実現損益   6,127     7,783    

（２）年金負債調整勘定   △15,652     △18,283    

（３）為替換算調整勘定   △4,694     9,316    

その他の包括損失 
累計額合計     △14,219     △1,184  

５．自己株式（取得原価）     △55,809     △55,832  
 

自己株式数 

 前連結会計年度末 

12,525,306株 

当第２四半期 

連結会計期間末 

12,526,490株 
 

             

株主資本合計     1,354,819 82.9   1,435,539 78.8 

Ⅱ 非支配持分 Ⅴ   515 0.0   498 0.0 

資本合計     1,355,334 82.9   1,436,037 78.8 

負債資本合計     1,634,999 100.0   1,821,657 100.0 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

第２四半期連結累計期間

   
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成29年４月１日 
至 平成29年９月30日） 

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 百分比 
（％） 

金額（百万円） 百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     561,920 100.0   619,622 100.0 

Ⅱ 営業費用 Ⅳ            

１．売上原価   343,063     391,254    

２．販売費及び一般管理費   69,957     84,199    

３．研究開発費   40,402 453,422 80.7 44,605 520,058 83.9 

営業利益     108,498 19.3   99,564 16.1 

Ⅲ その他の収益（△費用）              

１．受取利息及び配当金   1,136     1,545    

２．支払利息   △34     △147    

３．為替差損   △721     △2,485    

４．負ののれん発生益 XⅠ -     9,041    

５．その他（純額）   849 1,230 0.2 2,286 10,240 1.6 

税引前四半期純利益     109,728 19.5   109,804 17.7 

Ⅳ 法人税等              

１．法人税、住民税及び事業税   22,771     24,622    

２．法人税等調整額   2,238 25,009 4.4 △5,892 18,730 3.0 

四半期純利益     84,719 15.1   91,074 14.7 

Ⅴ 非支配持分帰属利益     18 0.0   1 0.0 

当社株主に帰属する 
四半期純利益     84,701 15.1   91,073 14.7 

               

１株当たり情報 Ⅶ    

１株当たり当社株主に帰属 
する四半期純利益金額 

  398.46円 428.09円 
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第２四半期連結会計期間

   
前第２四半期連結会計期間 
（自 平成28年７月１日 
至 平成28年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成29年７月１日 
至 平成29年９月30日） 

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 百分比 
（％） 

金額（百万円） 百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     300,995 100.0   344,658 100.0 

Ⅱ 営業費用 Ⅳ            

１．売上原価   185,593     218,506    

２．販売費及び一般管理費   35,218     44,593    

３．研究開発費   20,381 241,192 80.1 22,939 286,038 83.0 

営業利益     59,803 19.9   58,620 17.0 

Ⅲ その他の収益（△費用）              

１．受取利息及び配当金   528     727    

２．支払利息   △22     △68    

３．為替差損   △1,031     △1,182    

４．負ののれん発生益 XⅠ -     9,041    

５．その他（純額）   250 △275 △0.1 282 8,800 2.6 

税引前四半期純利益     59,528 19.8   67,420 19.6 

Ⅳ 法人税等              

１．法人税、住民税及び事業税   13,617     16,778    

２．法人税等調整額   △1,114 12,503 4.2 △7,285 9,493 2.8 

四半期純利益     47,025 15.6   57,927 16.8 

Ⅴ 非支配持分帰属損失     △1 △0.0   △10 △0.0 

当社株主に帰属する 
四半期純利益     47,026 15.6   57,937 16.8 

               

１株当たり情報 Ⅶ    

１株当たり当社株主に帰属 
する四半期純利益金額 

  221.05円 272.33円 
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【四半期連結包括利益計算書】

第２四半期連結累計期間

   
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

区分
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ 四半期純利益   84,719 91,074

Ⅱ その他の包括利益（△損失）
    （税効果調整後）

Ⅵ    

１．有価証券未実現損益   935 1,656

２．年金負債調整額   2,086 △2,631

３．為替換算調整額   △47,632 14,025

その他の包括利益(△損失）計   △44,611 13,050

Ⅲ 四半期包括利益   40,108 104,124

Ⅳ 非支配持分帰属四半期包括利益（△損
失）

  △24 16

Ⅴ 当社株主に帰属する四半期包括利益   40,132 104,108
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第２四半期連結会計期間

   
前第２四半期連結会計期間
（自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ 四半期純利益   47,025 57,927

Ⅱ その他の包括利益（△損失）
（税効果調整後）

Ⅵ    

１．有価証券未実現損益   1,385 1,402

２．年金負債調整額   644 △3,410

３．為替換算調整額   △6,299 9,439

その他の包括利益(△損失）計   △4,270 7,431

Ⅲ 四半期包括利益   42,755 65,358

Ⅳ 非支配持分帰属四半期包括利益（△損
失）

  △6 1

Ⅴ 当社株主に帰属する四半期包括利益   42,761 65,357
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

   
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー

         

１．四半期純利益     84,719   91,074

２．営業活動による 
キャッシュ・フローへの調整

         

(1）減価償却費   51,033   60,523  

(2）有形固定資産除売却損   335   520  

(3）退職給付引当金繰入額
    （支払額控除後）

  △1,765   △1,629  

(4）法人税等調整額   2,238   △5,892  

(5）負ののれん発生益 XⅠ -   △9,041  

(6) 資産及び負債項目の増減          

売上債権の増加   △44,253   △36,801  

たな卸資産の減少（△増加）   5,920   △36,741  

前払費用及びその他の
流動資産の減少

 
 

1,385   1,584  

仕入債務の増加   396   18,217  

未払給与及び賞与の増加
（△減少）

  △1,360   3,747  

未払税金の増加（△減少）   △10,095   9,620  

未払費用及びその他の
流動負債の増加

 
 

7,063   10,355  

その他（純額）   △582 10,315 835 15,297

営業活動による 
キャッシュ・フロー合計

    95,034   106,371
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前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー

         

１．有形固定資産の取得     △78,069   △132,821 

２．有価証券及び投資項目の購入     △18,250   △7,328 

３．有価証券及び投資項目の償還
  及び売却

 
 

  20,782   21,123 

４．長期性預金の減少（△増加）     △21,516   1,081 

５．短期投資の減少     49,773   85,093 

６．事業の取得（取得現金控除後） XⅠ   -   △12,062 

７．その他（純額）     744   898 

投資活動による 
キャッシュ・フロー合計

    △46,536   △44,016 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー

         

１．短期借入金の増加（△減少）     △6,434   222 

２．長期債務の増加     －   193 

３．長期債務の減少     △2,540   △194 

４．支払配当金 XⅡ   △23,287   △23,401 

５．その他（純額）     △85   △88 

財務活動による 
キャッシュ・フロー合計

    △32,346   △23,268 

Ⅳ 換算レート変動による影響     778   △221 

現金及び現金同等物の増加額     16,930   38,866 

現金及び現金同等物の期首残高     212,570   239,184 

現金及び現金同等物の四半期末残高     229,500   278,050 

           

現金及び現金同等物の追記          

現金及び預金     158,230   185,904 

短期投資     130,044   117,944 

３か月を超える短期投資     △58,774   △25,798 

現金及び現金同等物の四半期末残高     229,500   278,050 
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【四半期連結財務諸表注記事項】

Ⅰ 重要な連結会計方針の要約

１．四半期連結財務諸表が準拠している用語、様式及び作成方法 

 当第２四半期連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（以下、米国会計

原則）に準拠して作成しております。

 なお、米国会計原則としては、財務会計基準審議会（ＦＡＳＢ）会計基準書（ＡＳＣ）があります。

２．四半期連結財務諸表の作成状況及び米国証券取引委員会における登録状況

 当社は海外での時価発行による公募増資を行うため、昭和51年８月にシンガポール預託証券及び昭和52年３

月にコンチネンタル預託証券を発行しました。これらに際し、それぞれの預託契約等及びシンガポール証券取

引所との確約により、米国会計原則に基づく連結財務諸表を作成・開示してきたことを事由として、昭和54年

２月21日に「連結財務諸表規則取扱要領第86に基づく承認申請書」を大蔵大臣へ提出し、同年２月27日付蔵証

第260号により承認を受けております。その後も継続して米国会計原則に基づく連結財務諸表を作成し、シン

ガポール証券取引所に提出・開示しております。また、四半期連結財務諸表については四半期連結財務諸表規

則が施行された平成20年４月１日に開始する四半期連結累計期間から米国会計原則に基づく四半期連結財務諸

表を作成し、提出・開示しております。なお、当社は米国証券取引委員会に登録しておりません。

３．わが国における会計処理の原則及び手続並びに表示方法（以下、日本会計原則）に準拠して作成する場合と

の主要な相違点、並びに税引前四半期純利益に対する影響額

 日本会計原則に準拠して作成した場合に比べ、税引前四半期純利益が増加している場合は（増）、減少して

いる場合は（減）と表示しております。

(1) 有価証券及び投資有価証券

 有価証券及び投資有価証券については、日本会計原則においては「金融商品に関する会計基準」に規定さ

れております。一方、四半期連結財務諸表上では「ＡＳＣ320（投資－負債証券及び持分証券）」及び「Ａ

ＳＣ825（金融商品）」の規定に基づいて計上しております。

 当社グループは、保有する債券及び株式を売却可能有価証券に分類して公正価値で評価し、関連する未実

現評価損益を税効果考慮後で資本の部に独立表示、もしくは公正価値オプションを選択した投資について

は、その損益を期間損益に含めて計上しております。有価証券売却損益は移動平均法に基づいて算出し、公

正価値の算定が困難な非上場株式等については、移動平均法による原価法により評価しております。

 当社グループは、保有する個々の有価証券の公正価値が取得原価又は償却原価と比較して下落している

か、更にその下落が一時的かどうかを判断するために保有する有価証券の公正価値の測定を定期的に行って

おります。下落が一時的かどうかは、公正価値の取得原価又は償却原価に対する下落の程度、又は下落して

いる期間に基づいて決定しており、債券については売却予定や発行体の格付等を勘案し、減損処理の必要性

を判断しております。公正価値の下落が一時的でないと認められた場合には減損を認識し、発生した四半期

連結会計期間の損益として計上しております。

 なお、最近２第２四半期連結累計期間における当該会計処理による税引前四半期純利益に対する影響額

は、当第２四半期連結累計期間33百万円（増）、前第２四半期連結累計期間324百万円（増）であります。

最近２第２四半期連結会計期間における当該会計処理による税引前四半期純利益に対する影響額は、当第２

四半期連結会計期間14百万円（減）、前第２四半期連結会計期間234百万円（増）であります。

(2) 転換社債発行費

 過年度において発生した転換社債発行費については、日本会計原則においては発生時に全額費用処理しま

すが、四半期連結財務諸表上は転換社債の額面金額から直接控除し、転換社債の償還期間に応じて償却して

おります。

(3) 新株発行費 

 過年度において発生した新株発行費については、日本会計原則においては発生時に全額費用処理します

が、四半期連結財務諸表上は税効果調整後、資本剰余金より控除しております。

(4) 未使用有給休暇

 未使用の有給休暇については、四半期連結財務諸表上は「ＡＳＣ710（報酬）」の規定に基づいて人件費

相当額を未払計上しております。
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(5) 退職給付引当金 

 退職給付引当金については、日本会計原則においては「退職給付に関する会計基準」に規定されておりま

す。一方、四半期連結財務諸表上は全ての退職給付債務を「ＡＳＣ715（報酬－退職給付）」の規定に基づ

いて計上しております。なお、最近２第２四半期連結累計期間における当該会計処理による税引前四半期純

利益に対する影響額は、当第２四半期連結累計期間675百万円（減）、前第２四半期連結累計期間421百万円

（減）であります。最近２第２四半期連結会計期間における当該会計処理による税引前四半期純利益に対す

る影響額は、当第２四半期連結会計期間248百万円（減）、前第２四半期連結会計期間354百万円（増）であ

ります。

(6) 固定資産圧縮記帳 

 国庫補助金等について直接減額方式により圧縮記帳した額については、四半期連結財務諸表上は固定資産

の取得価額に加算し、利益として計上しております。なお、最近２第２四半期連結累計期間における当該会

計処理による税引前四半期純利益に対する影響額は、当第２四半期連結累計期間189百万円（増）、前第２

四半期連結累計期間470百万円（減）であります。最近２第２四半期連結会計期間における当該会計処理に

よる税引前四半期純利益に対する影響額は、当第２四半期連結会計期間241百万円（減）、前第２四半期連

結会計期間235百万円（減）であります。

(7) のれん 

 のれんについては、日本会計原則においては「企業結合に関する会計基準」に、20年以内のその効果の及

ぶ期間にわたって定額法その他の合理的な方法により規則的に償却することと規定されております。一方、

四半期連結財務諸表上は「ＡＳＣ350（のれん及び無形資産）」に従い、償却を行わず、代わりに少なくと

も年１回の減損テストを行っております。なお、最近２第２四半期連結累計期間における当該会計処理によ

る税引前四半期純利益に対する影響額は、当第２四半期連結累計期間5,522百万円（増）、前第２四半期連

結累計期間4,991百万円（増）であります。最近２第２四半期連結会計期間における当該会計処理による税

引前四半期純利益に対する影響額は、当第２四半期連結会計期間2,761百万円（増）、前第２四半期連結会

計期間2,441百万円（増）であります。

(8) 繰延税金資産及び負債 

 平成27年11月に、ＦＡＳＢは、「ＦＡＳＢ会計基準更新（ＡＳＵ）2015-17（法人所得税：繰延税金の貸

借対照表上の分類）」を公表しました。この基準は、繰延税金に関する表示の簡素化を行うため、連結貸借

対照表において、すべての繰延税金資産及び負債を非流動項目に表示することを要求しています。当社は、

第１四半期連結会計期間よりこの基準を適用しております。この基準の適用にあたり、当社は過年度におけ

る連結貸借対照表を遡及的に修正しておりません。

(9) 表示様式 

イ．日本会計原則では、四半期連結貸借対照表は資産の部、負債の部、純資産の部により構成されますが、

当社グループの四半期連結貸借対照表は、米国会計原則に基づき作成しているため資産の部、負債の部、

資本の部により構成しております。

ロ．日本会計原則で特別損益として表示される項目は、販売費及び一般管理費又はその他の収益（△費用）

に表示しております。

ハ．四半期連結損益計算書の下に１株当たり利益を表示しております。

４．連結範囲及び持分法の適用 

 四半期連結財務諸表は、当社及び全ての連結子会社の勘定を含み、連結会社間の主要な取引及び勘定残高を

全て消去しております。また、全ての関連会社に対する投資（議決権の所有割合が20％以上50％以下の会社）

について持分法を適用しております。

 当第２四半期連結財務諸表に含まれる連結子会社数の内訳は、次のとおりであります。

 
当第２四半期 
連結累計期間

国内連結子会社 31社

海外連結子会社 70社
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 主な連結子会社は、次のとおりであります。 

会社名      

株式会社福井村田製作所      

株式会社出雲村田製作所      

株式会社富山村田製作所      

株式会社小松村田製作所      

株式会社金沢村田製作所      

株式会社岡山村田製作所

東光株式会社

株式会社小諸村田製作所

 

 

 

 

 

 

株式会社東北村田製作所      

Murata Electronics North America, Inc.      

Murata Company Limited      

Murata (China) Investment Co., Ltd.      

Murata Electronics Trading (Shanghai) Co., Ltd. 

Wuxi Murata Electronics Co., Ltd. 

Shenzhen Murata Technology Co., Ltd. 

     

Sony Electronics (Wuxi) Co., Ltd.      

Murata Electronics Europe B.V. 

Korea Murata Electronics Company, Limited 

Philippine Manufacturing Co. of Murata, Inc. 

     

 

 当第２四半期連結財務諸表に含まれる持分法適用会社数の内訳は、次のとおりであります。 

 
当第２四半期 
連結累計期間

国内関連会社 －

海外関連会社  1社

 

５．短期投資及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 当社グループは、元本の減少を伴うことなく随時引き出すことが可能な定期預金と、流動性の高いコマーシ

ャル・ペーパーを短期投資に分類しております。現金及び預金と取得日から３か月以内に満期日又は償還日が

到来する短期投資を四半期連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物と定義しております。

６．重要な資産の評価基準及び減価償却の方法等

(1) たな卸資産

 たな卸資産は、主として総平均法による低価法により評価しております。

(2) 有形固定資産

 有形固定資産は、取得原価で評価しております。減価償却費は、資産の見積耐用年数に基づき、主として

定率法で算定しており、主な耐用年数は以下のとおりであります。なお、大部分の海外連結子会社は定額法

で算定しております。

建物及び構築物              10～50年

機械装置及び工具器具備品         ４～17年

(3) 消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

７．収益の認識基準

 当社グループは、「所有権の移転を含む契約等が存在している」、「物の引渡しが行われている」、「販売

価格が確定又は確定可能となっている」、「代金の回収可能性が合理的に確保されている」という４条件を満

たしている場合に売上を計上しております。
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８．広告宣伝費 

 広告宣伝費に係る支出は発生時に全額費用処理しております。なお、最近２第２四半期連結累計期間におけ

る当該金額は、当第２四半期連結累計期間1,774百万円、前第２四半期連結累計期間1,768百万円であり、最近

２第２四半期連結会計期間における当該金額は、当第２四半期連結会計期間885百万円、前第２四半期連結会

計期間878百万円であります。

９．法人税等 

 「ＡＳＣ740-270（法人所得税－期中の財務報告）」の規定に基づき、税金費用については、当第２四半期

連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 税効果の会計処理は、「ＡＳＣ740（法人所得税）」の規定に基づいて計上しております。同会計基準書は

税務上と連結会計上との一時差異について、繰延税金資産・負債を計上することを要求しております。繰延税

金資産に対する評価性引当金については、過去の課税所得及び将来の課税所得見込額を基準として、将来減算

一時差異により発生する繰延税金資産の回収可能性について検討し、回収が不可能と見込まれる額を計上して

おります。連結子会社の期末未分配利益については、現行の税法のもとで、将来の配当時に課税されると考え

られる税額に対して繰延税金負債を計上しております。なお、配当として当社が受領したとしても受取配当金

の益金不算入制度により課税されない部分に対する繰延税金負債は認識しておりません。

 法人所得税の不確実性の会計処理は、「ＡＳＣ740（法人所得税）」の規定に基づいて計上しております。

同会計基準書は、税務申告書において採用される、又は採用が予定されている税務上の見解を、どのように財

務諸表において認識し、かつ測定するかについて規定しております。

10．１株当たり利益 

 １株当たり利益の計算及び開示に関しては、「ＡＳＣ260（１株当たり利益）」の規定を適用しておりま

す。同会計基準書では、当社株主に帰属する四半期純利益を期中平均発行済株式数で除した「１株当たり当社

株主に帰属する四半期純利益金額」、及び潜在株式の希薄化効果を考慮した「潜在株式調整後１株当たり当社

株主に帰属する四半期純利益金額」の双方を四半期連結損益計算書の下に表示し、かつその計算内容を注記す

ることを要求しております。

11．公正価値測定 

 当社グループは、「ＡＳＣ820（公正価値測定及び開示）」を適用しております。同会計基準書は、公正価

値を定義し、公正価値の測定の枠組みを確立するとともに、公正価値の測定についての開示範囲の拡大を要求

しております。

12．金融派生商品 

 当社グループは、「ＡＳＣ815（派生商品及びヘッジ）」を適用しております。

 同会計基準書は、金融派生商品取引及びヘッジ活動に関する会計処理と報告様式を定め、全ての金融派生商

品について、公正価値をもって資産・負債として四半期連結貸借対照表に計上することを要求しております。

 同会計基準書によれば、キャッシュ・フローヘッジとして指定され、有効であると判断された金融派生商品

の公正価値の増減は、その他の包括利益（△損失）累計額として計上され、ヘッジ対象が損益に影響を与えた

時点で損益に組替えられます。

13．株式に基づく報酬

 当社グループは、「ＡＳＣ718（報酬－株式報酬）」を適用しております。同会計基準書は、株式に基づく

報酬費用を報酬の付与日における公正価値に基づいて測定し、必要なサービス提供期間にわたって費用として

計上することを要求しております。

14．運送及び取扱費用

 運送及び取扱費用のうち、販売費及び一般管理費に含まれる最近２第２四半期連結累計期間における金額

は、当第２四半期連結累計期間5,518百万円、前第２四半期連結累計期間4,469百万円であり、最近２第２四半

期連結会計期間における金額は、当第２四半期連結会計期間2,923百万円、前第２四半期連結会計期間2,321百

万円であります。
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15．顧客に支払われる対価 

 当社グループは、「ＡＳＣ605-50（顧客への支払と販売奨励）」を適用しております。同会計基準書は、顧

客に商品を販売する際に発生するベンダーの費用及び再販業者の販売促進活動に対して支払われる対価につい

て、四半期連結損益計算書上、売上高から控除することを規定しております。

16．長期性資産の減損又は処分 

 当社グループは、「ＡＳＣ360（有形固定資産）」を適用しております。同会計基準書は、廃止事業を含む

全ての長期性資産について、当該資産の帳簿価額が回収できないという事象や状況の変化が生じた場合に、減

損に関する検討を要求しております。会社が保有及び使用している長期性資産の回収可能性は、当該資産から

生ずると予測される割引前将来見積キャッシュ・フローと比較することによって判定されます。当該資産の帳

簿価額が割引前将来見積キャッシュ・フローを上回っていた場合は、帳簿価額が公正価値を超過する金額につ

いて減損を認識します。除却対象の長期性資産については、除却予定時期を期限として耐用年数の見直しを行

い、売却予定の長期性資産については、見積売却価額に基づき減損額を計上します。

17．企業結合 

 当社グループは、「ＡＳＣ805（企業結合）」を適用しております。同会計基準書に従い、非支配持分も含

めた被結合企業全体を公正価額にて再評価する取得法により処理しております。取得価額のうち、取得した純

資産の公正価値を超過した部分については、のれんとして計上しております。取得関連費用は、発生時に全額

費用処理しております。

18．のれん及びその他の無形資産

 当社グループは、「ＡＳＣ350（のれん及び無形資産）」を適用しております。同会計基準書に従い、のれ

んは償却を行わず、代わりに少なくとも年１回の減損テストを行っております。耐用年数の見積可能な無形資

産については、その見積耐用年数に亘って償却されます。また、同会計基準書は、耐用年数を見積もることが

できない無形資産は償却を行わず、代わりに耐用年数が明らかになるまで減損テストを行うことを要求してお

ります。

19．見積の使用 

 一般に公正妥当と認められる企業会計の基準によって四半期連結財務諸表を作成する際には、経営者による

見積及び仮定がなされます。これらの見積及び仮定は、資産・負債の計上金額、偶発資産・負債の開示情報及

び収益・費用の計上金額に影響を与えます。また、これらの見積が実際の結果と異なる可能性があります。

20．新会計基準 

収益認識 

 ＦＡＳＢは、平成26年５月に、「ＦＡＳＢ会計基準更新(ＡＳＵ)2014-09（顧客との契約に基づく収益認識

基準）」を、平成27年８月に「ＦＡＳＢ会計基準更新(ＡＳＵ)2015-14（顧客との契約に基づく収益認識基

準：発効日の延期）」を公表しました。これらの基準は、顧客との契約に基づく収益認識について単一の包括

的なモデルを示し、収益認識に関する現行の規定は当該基準に置き換えられます。また、これらの基準は、顧

客との契約から生じる収益とキャッシュ・フローの性質、取引量、取引タイミング、そして取引の不確実性に

ついて、財務諸表の利用者の理解に資するための定量的・定性的情報の開示を規定しております。これらの基

準は、平成29年12月16日以降に開始する連結会計年度より適用されます。当社グループにおきましては平成31

年３月期第１四半期からの適用となります。これらの基準の適用による、当社グループの連結財務諸表に与え

る影響につきましては、現在検討中であります。 
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金融商品 

 平成28年１月に、ＦＡＳＢは、「ＦＡＳＢ会計基準更新(ＡＳＵ)2016-01（金融商品－全般：金融資産及び

金融負債の認識及び測定）」を公表しました。この基準は、持分投資（持分法投資及び連結された投資を除

く）を公正価値で測定し、その変動を純損益に認識することを要求しています。この基準は、平成29年12月16

日以降に開始する連結会計年度より適用されます。当社グループにおきましては平成31年３月期第１四半期か

らの適用となります。この基準の適用による、当社グループの連結財務諸表に与える影響につきましては、現

在検討中であります。 

 平成28年６月に、ＦＡＳＢは、「ＦＡＳＢ会計基準更新(ＡＳＵ)2016-13（金融商品－信用損失：金融商品

の信用損失の測定）」を公表しました。この基準は、金融資産について、現行の発生損失モデルではなく予想

信用損失モデルに基づいて損失を認識することを要求しています。予想信用損失モデルでは、事業体が、回収

が予想されない契約キャッシュ・フローの見積を引当金として認識することになります。この基準は、平成31

年12月16日以降に開始する連結会計年度より適用されます。当社グループにおきましては平成33年３月期第１

四半期からの適用となります。この基準の適用による、当社グループの連結財務諸表に与える影響につきまし

ては、現在検討中であります。 

 

リース 

 平成28年２月に、ＦＡＳＢは、「ＦＡＳＢ会計基準更新(ＡＳＵ)2016-02（リース）」を公表しました。こ

の基準は、原則として、借手はすべてのリースについてリース資産とリース負債を連結貸借対照表に計上する

ことを要求しています。この基準は、平成30年12月16日以降に開始する連結会計年度より適用されます。当社

グループにおきましては平成32年３月期第１四半期からの適用となります。この基準の適用による、当社グル

ープの連結財務諸表に与える影響につきましては、現在検討中であります。 

 

のれん及び無形資産 

 平成29年１月に、ＦＡＳＢは、「ＦＡＳＢ会計基準更新(ＡＳＵ)2017-04（のれん及び無形資産：のれんの

減損に関する会計処理の簡素化）」を公表しました。この基準は、のれんの減損テストのステップ２、即ち、

のれんの公正価値相当額を算出し、これをのれんの帳簿価額と比較する手続を削除するものです。代わりに、

帳簿価額が報告単位の公正価値を超過する金額に関して、減損損失を認識することを要求しています。この基

準は、平成32年12月16日以降に開始する連結会計年度より適用されます。当社グループにおきましては平成34

年３月期第１四半期からの適用となります。この基準の適用による、当社グループの連結財務諸表に与える影

響につきましては、現在検討中であります。

 

報酬-退職給付 

 平成29年３月に、ＦＡＳＢは、「ＦＡＳＢ会計基準更新(ＡＳＵ)2017-07（報酬－退職給付：期間年金費用

及び期間退職後給付費用の表示の改善）」を公表しました。この基準は、期間年金費用及び期間退職後給付費

用につき、勤務費用とそれ以外の要素に区分し、勤務費用については従業員の報酬費用と同じ項目に表示する

ことを要求しています。それ以外の要素については、勤務費用から区分して営業外収益及び費用に表示するこ

とを要求しています。また、期間年金費用及び期間退職後給付費用のうち、勤務費用のみがたな卸資産等への

資産計上が認められます。この基準は、平成29年12月16日以降に開始する連結会計年度より適用されます。当

社グループにおきましては平成31年３月期第１四半期からの適用となります。この基準の適用による、当社グ

ループの連結財務諸表に与える影響につきましては、現在検討中であります。 
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Ⅱ 有価証券及び投資有価証券 

 前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末における売却可能有価証券の種類別の取得原価又は償却原

価、未実現利益、未実現損失及び公正価値は、次のとおりであります。

種類 

前連結会計年度末 
（平成29年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成29年９月30日） 

取得原価又は
償却原価 
(百万円) 

 未実現利益 
(百万円) 

 未実現損失 
(百万円) 

公正価値 
(百万円) 

取得原価又は
償却原価 
(百万円) 

 未実現利益 
(百万円) 

 未実現損失 
(百万円) 

公正価値 
(百万円) 

政府債 1,000 2 － 1,002 1,000 3 － 1,003 

民間債 122,000 469 130 122,339 105,447 299 315 105,431 

株式 9,481 8,332 － 17,813 8,912 10,852 － 19,764 

投資信託 2,000 － 48 1,952 2,000 － 1 1,999 

合計 134,481 8,803 178 143,106 117,359 11,154 316 128,197 

 
 前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末における売却可能有価証券の未実現損失の継続期間別内訳

は、次のとおりであります。

種類 

前連結会計年度末 
（平成29年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成29年９月30日） 

12か月未満 12か月以上 12か月未満 12か月以上 

公正価値 
（百万円） 

未実現損失 
（百万円） 

公正価値 
（百万円） 

未実現損失 
（百万円） 

公正価値 
（百万円） 

未実現損失 
（百万円） 

公正価値 
（百万円） 

未実現損失 
（百万円） 

民間債 29,316 63 9,933 67 7,024 303 2,988 12 

投資信託 1,952 48 － － 1,999 1 － － 

合計 31,268 111 9,933 67 9,023 304 2,988 12 

 当社グループは、当第２四半期連結会計期間末時点で未実現損失が一定期間以上発生している債券について

は、(1)当第２四半期連結会計期間末時点では売却する予定はなく、(2)公正価値が償却原価まで回復する前に売

却する必要性は低く、(3)発行体の格付等から判断して公正価値は償却原価まで回復すると考えられるため、減

損処理は行っておりません。

 原価法により評価される非上場株式等は、当第２四半期連結会計期間末14,310百万円（前連結会計年度末

13,405百万円）であります。このうち、当第２四半期連結会計期間末14,310百万円（前連結会計年度末13,393百

万円）については、公正価値に重大な悪影響を及ぼす事象や環境の変化が生じていないこと、また公正価値の見

積が実務上困難であったことから、減損の評価を行っておりません。
 

 当第２四半期連結会計期間末における売却可能有価証券（政府債、民間債及び投資信託）の満期日別内訳は、

次のとおりであります。

期日 償却原価（百万円） 公正価値（百万円）

１年以内 37,703 37,750

１年超５年以内 70,744 70,683

５年超 － － 

合計 108,447 108,433

 

 最近２第２四半期連結累計期間における売却可能有価証券の売却額、実現利益及び実現損失は、次のとおりで

あります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

売却額（百万円） 2,908 1,123 

実現利益（百万円） 50 344 

実現損失（百万円） 0 － 
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 最近２第２四半期連結会計期間における売却可能有価証券の売却額、実現利益及び実現損失は、次のとおりで

あります。 

項目
前第２四半期連結会計期間
（自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日）

売却額（百万円） 2,908 － 

実現利益（百万円） 50 － 

実現損失（百万円） 0 － 

 

Ⅲ たな卸資産

 前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末におけるたな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

項目
前連結会計年度末

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間末

（平成29年９月30日）

商品及び製品（百万円） 93,451 110,064

仕掛品（百万円） 71,264 108,069

原材料及び貯蔵品（百万円） 46,732 64,303

合計 211,447 282,436

 

Ⅳ 退職給付

 最近２第２四半期連結累計期間における期間退職金費用の内訳は、次のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

勤務費用（百万円） 4,644 4,582

利息費用（百万円） 357 526

年金資産の期待運用収益（百万円） △1,132 △1,151 

過去勤務費用の費用処理額（百万円） △1,279 △917

数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 3,176 1,740

清算による損失認識額（百万円） 1,086 735

期間退職金費用における認識額（百万円） 6,852 5,515

 

 最近２第２四半期連結会計期間における期間退職金費用の内訳は、次のとおりであります。

項目
前第２四半期連結会計期間
（自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日）

勤務費用（百万円） 2,308 2,329

利息費用（百万円） 178 270

年金資産の期待運用収益（百万円） △576 △601

過去勤務債務の費用処理額（百万円） △640 △458

数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 1,566 869

期間退職金費用における認識額（百万円） 2,836 2,409 
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Ⅴ 資本

  前第２四半期連結累計期間における株主資本及び非支配持分の帳簿価額の変動は、次のとおりであります。

 

 

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成28年９月30日） 

株主資本

（百万円）

非支配持分

（百万円）

資本合計

（百万円）

 期首残高（百万円） 1,229,159 14,820 1,243,979

 当社株主への配当 △23,287 － △23,287

 自己株式の取得 △63 － △63

 自己株式の処分 4 － 4

 包括利益（△損失）      

  四半期純利益 84,701 18 84,719

  その他の包括利益（△損失）（税効果調整後）      

   有価証券未実現損益 935 － 935

   年金負債調整勘定 2,086 － 2,086

   為替換算調整勘定 △47,590 △42 △47,632

 四半期包括利益(△損失） 40,132 △24 40,108

 非支配持分との資本取引及びその他 14,286 △14,503 △217

 期末残高（百万円） 1,260,231 293 1,260,524

 

  当第２四半期連結累計期間における株主資本及び非支配持分の帳簿価額の変動は、次のとおりであります。 

 

 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成29年４月１日 

  至 平成29年９月30日） 

株主資本

（百万円）

非支配持分

（百万円）

資本合計

（百万円）

 期首残高（百万円） 1,354,819 515 1,355,334

 当社株主への配当 △23,401 － △23,401

 自己株式の取得 △24 － △24

 自己株式の処分 4 － 4

 包括利益（△損失）      

  四半期純利益 91,073 1 91,074

  その他の包括利益（△損失）（税効果調整後）      

   有価証券未実現損益 1,656 － 1,656

   年金負債調整勘定 △2,631 － △2,631

   為替換算調整勘定 14,010 15 14,025

 四半期包括利益 104,108 16 104,124

 譲渡制限付株式報酬 33 － 33 

 非支配持分との資本取引及びその他 － △33 △33 

 期末残高（百万円） 1,435,539 498 1,436,037
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Ⅵ その他の包括利益（損失）

  前第２四半期連結累計期間におけるその他の包括利益（△損失）累計額の変動は、次のとおりであります。

項目

 

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日） 

有価証券

未実現損益

年金負債

調整勘定

為替換算

調整勘定
合計

 期首残高（百万円） 2,945 △23,587 5,110 △15,532 

 組替前その他の包括利益（△損失）

（百万円）（税効果調整後）
857 20 △47,632 △46,755 

 その他の包括利益（△損失）累計

 額からの組替金額（百万円）

（税効果調整後）

78 2,066 － 2,144

 純変動額（百万円） 935 2,086 △47,632 △44,611 

 非支配持分に帰属するその他の

 包括利益（△損失）（百万円）
－ － △42 △42 

 非支配持分との資本取引（百万円） 41 △887 73 △773 

 期末残高（百万円） 3,921 △22,388 △42,407 △60,874 

 

    前第２四半期連結累計期間におけるその他の包括利益（△損失）累計額から組替えられ、四半期連結損益計算 

 書で認識した金額は、次のとおりであります。

 

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日） 

 

その他の包括利益（△損失）

累計額からの組替金額

（百万円）

科目

 有価証券未実現損益 63  その他（純額）

15  法人税等

78  小計

 年金負債調整勘定 2,983  期間退職金費用

  △917  法人税等

  2,066  小計

 組替金額合計 2,144  
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    前第２四半期連結会計期間におけるその他の包括利益（△損失）累計額から組替えられ、四半期連結損益計算 

 書で認識した金額は、次のとおりであります。

 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成28年７月１日 
 至 平成28年９月30日） 

 

その他の包括利益（△損失）

累計額からの組替金額

（百万円）

科目

 有価証券未実現損益 △45  その他（純額）

  15  法人税等

  △30  小計

 年金負債調整勘定 926  期間退職金費用

  △284  法人税等

  642  小計

 組替金額合計 612  

          （注）１. 金額の増加（減少）は、四半期連結損益計算書における利益の減少（増加）を示しております。

        ２. 期間退職金費用は、売上原価、販売費及び一般管理費、及び研究開発費に含まれております。

 

  当第２四半期連結累計期間におけるその他の包括利益（△損失）累計額の変動は、次のとおりであります。 

項目

 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日） 

有価証券

未実現損益

年金負債

調整勘定

為替換算

調整勘定
合計

 期首残高（百万円） 6,127 △15,652 △4,694 △14,219 

 組替前その他の包括利益（△損失）

（百万円）（税効果調整後）
1,889 △3,713 14,025 12,201 

 その他の包括利益（△損失）累計

 額からの組替金額（百万円）

（税効果調整後）

△233 1,082 － 849

 純変動額（百万円） 1,656 △2,631 14,025 13,050 

 非支配持分に帰属するその他の

 包括利益（百万円）
－ － 15 15 

 期末残高（百万円） 7,783 △18,283 9,316 △1,184 
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    当第２四半期連結累計期間におけるその他の包括利益（△損失）累計額から組替えられ、四半期連結損益計算 

 書で認識した金額は、次のとおりであります。

 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日） 

 

その他の包括利益（△損失）

累計額からの組替金額

（百万円）

科目

 有価証券未実現損益 △344  その他（純額） 

  111  法人税等 

  △233  小計 

 年金負債調整勘定 1,558  期間退職金費用

  △476  法人税等

  1,082  小計

 組替金額合計 849  

 

    当第２四半期連結会計期間におけるその他の包括利益（△損失）累計額から組替えられ、四半期連結損益計算 

 書で認識した金額は、次のとおりであります。

 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成29年７月１日 
 至 平成29年９月30日） 

その他の包括利益（△損失）

累計額からの組替金額

（百万円）

科目

 年金負債調整勘定 411  期間退職金費用

  △123  法人税等

  288  小計

 組替金額合計 288  

          （注）１. 金額の増加（減少）は、四半期連結損益計算書における利益の減少（増加）を示しております。

        ２. 期間退職金費用は、売上原価、販売費及び一般管理費、及び研究開発費に含まれております。
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Ⅶ １株当たり利益

 当社は取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く）・執行役員を対象とする譲渡制限付株式報酬

制度を導入しております。当制度に基づいて発行された株式のうち、権利が確定していない株式を参加証券とし

て普通株式と区分しております。なお、普通株式と参加証券は当社株主に帰属する四半期純利益に対して同等の

権利を有しております。

 最近２第２四半期連結累計期間における１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益金額は、次のとおりであ

ります。

項目 
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成29年４月１日 
至 平成29年９月30日） 

当社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 84,701 91,073 

参加証券に帰属する四半期純利益（百万円） － 2 

普通株主に帰属する四半期純利益（百万円） 84,701 91,071 

流通株式の加重平均株式数（株） 212,570,519 212,742,958 

参加証券の加重平均株式数（株） － 4,570 

普通株式の加重平均株式数（株） 212,570,519 212,738,388 

１株当たり当社株主に帰属する 

四半期純利益金額（円） 
398.46 428.09 

（注）潜在株式調整後１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

 

 最近２第２四半期連結会計期間における１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益金額は、次のとおりであ

ります。

項目 
前第２四半期連結会計期間 
（自 平成28年７月１日 
至 平成28年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成29年７月１日 
至 平成29年９月30日） 

当社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 47,026 57,937 

参加証券に帰属する四半期純利益（百万円） － 2 

普通株主に帰属する四半期純利益（百万円） 47,026 57,935 

流通株式の加重平均株式数（株） 212,740,134 212,745,179 

参加証券の加重平均株式数（株） － 6,529 

普通株式の加重平均株式数（株） 212,740,134 212,738,650 

１株当たり当社株主に帰属する 
四半期純利益金額(円) 

221.05 272.33 

（注）潜在株式調整後１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

 

Ⅷ 約定債務

 当第２四半期連結会計期間末における固定資産に関する約定債務は、107,868百万円（前連結会計年度末

72,333百万円）であります。
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Ⅸ 公正価値測定

 当社グループは、「ＡＳＣ820（公正価値測定及び開示）」を適用しております。同会計基準書は、公正価値

を測定するために使用するインプットを以下の３つのレベルに優先順位づけ、公正価値の階層を分類しておりま

す。

 レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の公表価格。

 レベル２：活発な市場における類似資産又は負債の公表価格。活発でない市場における同一又は類似の

      資産又は負債の公表価格。当該資産又は負債の公表価格以外の観察可能なインプット。

 レベル３：当該資産又は負債の観察不能なインプット。

 

 前連結会計年度末における、継続的に公正価値測定される資産及び負債の公正価値は次のとおりであります。 

項目

 

公正価値による測定額

レベル１

（百万円）

レベル２

（百万円）

レベル３

（百万円）

計

（百万円）

 資産        

   売却可能有価証券        

   政府債 － 1,002 － 1,002 

   民間債 － 122,339 － 122,339 

   株式 17,813 － － 17,813 

    投資信託 － 1,952 － 1,952 

   金融派生商品

   先物為替予約

 

－

 

1,188 

 

－

 

1,188 

 負債

  金融派生商品

   先物為替予約

 

 

－

 

 

1,283

 

 

－

 

 

1,283

 前連結会計年度における、継続的に公正価値測定されるレベル３の資産及び負債の変動はありません。 

 

 当第２四半期連結会計期間末における、継続的に公正価値測定される資産及び負債の公正価値は次のとおりで

あります。 

項目

 

公正価値による測定額

レベル１

（百万円）

レベル２

（百万円）

レベル３

（百万円）

計

（百万円）

 資産        

   売却可能有価証券        

   政府債 － 1,003 － 1,003 

   民間債 － 105,431 － 105,431 

   株式 19,764 － － 19,764 

    投資信託 － 1,999 － 1,999 

   金融派生商品

   先物為替予約

 

－

 

490 

 

－

 

490 

 負債

  金融派生商品

   先物為替予約

 

 

－

 

 

2,788

 

 

－

 

 

2,788

 当第２四半期連結累計期間における、継続的に公正価値測定されるレベル３の資産及び負債の変動はありませ

ん。 
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 売却可能有価証券 

 上場株式は、活発な市場の公表価格を基にしたマーケット・アプローチにより公正価値測定しており、レベ

ル１に分類しております。政府債、民間債及び投資信託は、活発でない市場における同一又は類似資産の公表

価格を基にしたマーケット・アプローチにより公正価値測定しており、レベル２に分類しております。当社グ

ループは、一部の売却可能有価証券について、「ＡＳＣ825（金融商品）」で定める公正価値オプションを選

択しております。最近２第２四半期連結累計期間における公正価値の変動により生じた損益は、当第２四半期

連結累計期間６百万円の損失、前第２四半期連結累計期間189百万円の利益であり、その他（純額）に計上し

ております。また、公正価値オプションを選択した持分証券の公正価値は、当第２四半期連結会計期間末

13,117百万円（前連結会計年度末13,123百万円）であります。

 

 金融派生商品 

 先物為替予約は、観察可能な直物為替相場、金利等の市場データを基にしたマーケット・アプローチにより

公正価値測定しており、レベル２に分類しております。

 

Ⅹ 金融商品及びリスクの集中

 通常の業務の過程において、当社グループはさまざまな種類の金融資産及び負債を計上しております。

１．資産及び負債

(1）現金及び預金、短期投資、受取手形、売掛金、その他の固定資産に含まれる金融商品、短期借入金、

  買掛金及び長期債務

 これらの金融商品の公正価値は、四半期連結貸借対照表計上額とほぼ等しくなっております。

(2）有価証券及び投資有価証券

 公正価値は主として取引所時価もしくは類似条件の商品の直近の市場金利を使用した割引現在価額を用い

ております。前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末の有価証券及び投資有価証券の公正価値は

「Ⅱ 有価証券及び投資有価証券」に記載しております。

 

２．金融派生商品 

 当社グループは外国為替相場の変動による市場リスクをヘッジする目的で先物為替予約及び通貨オプション

取引を、借入金に係る金利変動リスクをヘッジする目的で金利スワップ取引を行っております。なお、トレー

ディング目的で保有している先物為替予約、通貨オプション取引及び金利スワップ取引はありません。契約相

手先は大規模な金融機関であるため、信用リスクはほとんど存在しておりません。また、契約相手先の債務不

履行は予想されておりません。

 当社グループは、先物為替予約、通貨オプション取引及び金利スワップ取引の公正価値の変動を発生時に損

益として計上しております。

 

 前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末における先物為替予約、通貨オプション取引及び金利ス

ワップ取引の想定元本は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度末

（平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間末

（平成29年９月30日)

先物為替予約契約（百万円） 139,971 206,254

通貨オプション取引契約（百万円） － －

金利スワップ取引契約（百万円） － －
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 前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末における先物為替予約、通貨オプション取引及び金利ス

ワップ取引の公正価値は、以下のとおりであります。 

項目 科目

前連結会計年度末

（平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間末

（平成29年９月30日)

公正価値（百万円） 公正価値（百万円）

先物為替予約 

前払費用及びその他の流動 

資産 
1,188 490

未払費用及びその他の流動 

負債 
1,283 2,788

通貨オプション取引 

前払費用及びその他の流動 

資産 
－ －

未払費用及びその他の流動 

負債 
－ －

金利スワップ取引 
未払費用及びその他の流動 

負債 
－ －

 

 最近２第２四半期連結累計期間において、四半期連結損益計算書で認識したヘッジ指定外の先物為替予約、

通貨オプション取引及び金利スワップ取引の金額は、以下のとおりであります。 

項目 科目

前第２四半期連結累計期間

（自 平成28年４月１日

  至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自 平成29年４月１日

  至 平成29年９月30日）

金額（百万円） 金額（百万円）

先物為替予約 為替差損益（△損失） 10,532 △1,298

通貨オプション取引 為替差損益（△損失） 42 －

金利スワップ取引 支払利息 19 －

 

 最近２第２四半期連結会計期間において、四半期連結損益計算書で認識したヘッジ指定外の先物為替予約、

通貨オプション取引及び金利スワップ取引の金額は、以下のとおりであります。 

項目 科目

前第２四半期連結会計期間

（自 平成28年７月１日

  至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結会計期間

（自 平成29年７月１日

  至 平成29年９月30日）

金額（百万円） 金額（百万円）

先物為替予約 為替差損益（△損失） 2,216 △394

通貨オプション取引 為替差損益（△損失） △617 －

金利スワップ取引 支払利息 8 －

          （注）当社グループは外国為替相場の変動による市場リスクを管理する目的で先物為替予約及び通貨オプショ 

        ン取引を、借入金に係る金利変動リスクをヘッジする目的で金利スワップ取引を利用しており、ヘッジ

        効果は高いものと考えますが、会計処理上、ヘッジ指定外としております。

 

３．信用リスクの集中 

 当社グループは、全世界の電子機器市場に対して販売を行っております。

 当社グループは、一般的に得意先に信用供与を行っており、その営業債権の回収可能性は電子工業の状況に

影響を受けます。しかしながら、当社グループは、厳格な信用の供与を行っており、過去に大きな損失を経験

しておりません。
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XⅠ 企業結合

 当第２四半期連結累計期間における重要な企業結合は以下のとおりであります。

１．Arctic Sand Technologies, Inc.の買収

 平成29年４月３日（現地時間）に当社の子会社Peregrine Semiconductor Corp. (以下、ＰＳＣ) は、アメ

リカのArctic Sand Technologies, Inc.（以下、ＡＳＴ社）の全発行済株式を取得し、ＡＳＴ社をＰＳＣの

100％子会社としました。買収金額は6,439百万円であります。今回の買収に伴い、ＡＳＴ社及びその子会社１

社が新たに当社グループの連結子会社となりました。既存持分の公正価値評価による評価益435百万円は四半

期連結損益計算書の「その他（純額）」に含まれております。なお、取得日における公正価値は当該株式の追

加買収価額や、投資先から生み出される将来予想キャッシュ・フロー等を総合的に勘案して測定しておりま

す。 

 ＡＳＴ社は、小電力パワー半導体を設計・販売するメーカーであり、業界をリードする電圧変換効率を高め

る技術を有しております。また当社のモジュール技術と組み合わせることにより、幅広い小電力領域において

高集積性と良好な電圧変換効率を備えたソリューションを提供することが可能となります。今後ますます、小

型・薄型化する電気・電子部品分野での必要性が高まることが期待されております。

 今回の買収で、従来の製品ラインアップにＡＳＴ社の小電力パワー半導体を加えることで、通信市場はもと

より、データコム、産電市場におけるパワーモジュール事業の強化、拡大を図ってまいります。

 取得日における取得した資産及び引き受けた負債の見積公正価値は、以下のとおりであります。

  金額（百万円）

現預金 177

その他の流動資産 16

有形固定資産 22

無形資産 3,067

のれん 5,561

その他の固定資産 9

取得した資産合計 8,852

流動負債 41

固定負債 1,079

引き継いだ負債合計 1,120

取得金額 6,439

既保有持分 1,293

取得した純資産 7,732

 無形資産のうち主なものは、耐用年数６年の技術3,062百万円であります。のれんは全て「モジュール」セ

グメントに配分されており、主として両社の経営資源の融合による超過収益力を見込んだことにより、取得原

価が企業結合時の時価総額を上回ったため計上されたものであります。のれんは税務上損金算入できません。

 当買収に関連して発生した費用113百万円は四半期連結損益計算書の「販売費及び一般管理費」に含まれて

おります。

 ＡＳＴ社の取得日以降の経営成績は、当社の四半期連結財務諸表に含まれており、金額に重要性がありませ

ん。

 上記の企業結合に係るプロフォーマ情報は、金額に重要性がありません。
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２．ソニー株式会社グループからの電池事業の譲受 

 平成29年９月１日に当社グループは、ソニー株式会社及びそのグループ会社の電池事業（以下、電池事業）

の譲受を完了しました。これに伴い、当社は株式会社東北村田製作所（以下、東北村田）の全発行済株式を取

得し、東北村田を100％子会社としました。この結果、東北村田及びその子会社２社が新たに当社グループの

連結子会社となりました。また、ソニーグループが海外に有する販売拠点及び研究開発拠点のうち電池事業に

係る取得対象機能は当社グループの各国の拠点が直接取得しております。電池事業の譲受全体の取得対価は

38,253百万円であります。ただし、当該取得対価額は、ソニー株式会社（以下、ソニー）と締結した株式等譲

渡契約に基づき今後調整される予定の見込み額も含まれております。当該取得対価額の支払は現金にて行いま

す。 

 ソニーは、昭和50年より電池事業を営んでおり、平成３年にはリチウムイオン二次電池を世界に先駆けて商

品化し、またそれ以降、主にエレクトロニクス製品のキーデバイスとなる各種の先進的な電池を開発し、その

事業を展開してきました。本件取引においては、高い技術力とグローバルでの事業展開に経験と実績のあるソ

ニーグループの電池事業を譲り受け、当社グループのエネルギー分野の中核事業として成長・拡大をさせてい

くことを目的としております。

 取得日における取得した資産及び引き受けた負債の暫定的な見積公正価値は、以下のとおりであります。な

お、本件取引の発生は当第２四半期連結会計期間中であったため、当四半期報告書提出日現在で取得原価の配

分は完了しておりません。本件取引に関する会計処理は完了していないため、以下の資産及び負債の金額は変

更される可能性があります。 

  金額（百万円）

現預金 16,151

その他の流動資産 53,340

有形固定資産 27,435

無形資産 4,394

その他の固定資産 5,556

取得した資産合計 106,876

流動負債 29,177

固定負債 30,405

引き継いだ負債合計 59,582

取得金額 38,253

負ののれん 9,041

取得した純資産 47,294

 無形資産のうち主なものは、加重平均耐用年数４年の技術2,340百万円であります。

 取得した純資産の公正価値が取得対価を上回っていたため、9,041百万円の負ののれんが発生しており、四

半期連結損益計算書の「負ののれん発生益」として一括計上しております。

 当買収に関連して発生した費用669百万円は四半期連結損益計算書の「販売費及び一般管理費」に含まれて

おります。

 当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間の当社グループの四半期連結損益計算書に含まれ

ている電池事業の売上高及び営業損失は、10,124百万円及び2,268百万円であります。
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 以下のプロ・フォーマ情報（非監査）は、前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間の期首

時点で本譲受が完了していたと仮定した場合の当社グループの経営成績であります。この経営成績は、比較目

的のために提示したものであり、必ずしも将来起こりうる経営成績を示すものではなく、また当譲受が該当日

に遡及して効力を発生した場合に起こった経営成績を示しているものでもありません。 

 
前２第四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成29年４月１日 
至 平成29年９月30日） 

区分 金額（百万円） 金額（百万円）

売上高 619,923 683,147

営業利益 103,282 92,760

 

 前第２四半期連結累計期間における重要な企業結合はありません。 

 

XⅡ 配当に関する事項 

 前第２四半期連結累計期間における配当金支払額は、次のとおりであります。 

  (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 23,287 110 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 

  (2) 基準日が前第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が前第２四半期連結会計期間末

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月31日

取締役会
普通株式 23,401 110 平成28年９月30日 平成28年12月5日 利益剰余金

 

 当第２四半期連結累計期間における配当金支払額は、次のとおりであります。 

  (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 23,401 110 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

 

  (2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月31日

取締役会
普通株式 27,657 130 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金
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XⅢ 後発事象

 当社グループは、当四半期報告書提出日である平成29年11月10日までの後発事象を評価しました。

 

 平成29年10月13日（現地時間）に当社は、アメリカのVios Medical, Inc.（以下、Vios社）の全発行済株式

を取得し、Vios社を100％子会社としました。買収対価は11,425百万円であり、その内訳は8,519百万円相当の

当社普通株式507,104株及び現金2,906百万円であります。 

 なお、取得日における取得した資産及び引き受けた負債の見積公正価値並びに既存持分の公正価値は算定中

のため、企業結合の会計処理に関する詳細な情報は開示しておりません。 

 Vios社は、心拍数、呼吸数、心電図等を計測できるチェストセンサの開発と、それらをモニタリングするた

めのソフトウェア、クラウドサービス等を開発・提供しているヘルスケアＩＴ分野のベンチャー企業です。 

 今回の買収を海外におけるヘルスケア・メディカル分野進出の足がかりと位置づけ、Vios社の有する技術や

ノウハウと海外病院ネットワークを有効活用し、さらなる事業拡大に向けて取り組んでまいります。 

 当社の連結業績に与える影響は軽微なものであると考えております。 
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XⅣ セグメント情報

 

事業別セグメント情報

  当社グループは、電子部品並びにその関連製品の開発及び製造販売を主たる事業として行っております。

  当社グループの事業セグメントは、製品の性質に基づいて区分されており、「コンポーネント」及び「モジ

ュール」の２つの事業セグメント並びに「その他」に分類されます。

 

  最近２第２四半期連結累計期間における事業別セグメント情報は、次のとおりであります。

  項目

前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

コンポーネント 売上高        

  （1）外部顧客に対する売上高 376,661   415,224  

  （2）セグメント間の内部売上高 19,051   18,328  

   計 395,712 100.0 433,552 100.0 

  事業利益 109,838 27.8 100,267 23.1

モジュール 売上高        

  （1）外部顧客に対する売上高 183,769   202,959  

  （2）セグメント間の内部売上高 25   7  

   計 183,794 100.0 202,966 100.0 

  事業利益 17,695 9.6 20,903 10.3

その他 売上高        

  （1）外部顧客に対する売上高 1,490   1,439  

  （2）セグメント間の内部売上高 20,054   40,303  

   計 21,544 100.0 41,742 100.0 

  事業利益 2,579 12.0 4,494 10.8

消去又は本社部門 売上高        

  （1）外部顧客に対する売上高 －   －  

  （2）セグメント間の内部売上高 △39,130   △58,638  

   計 △39,130 － △58,638 － 

  本社部門費 △21,614 － △26,100 － 

連結 売上高        

  （1）外部顧客に対する売上高 561,920   619,622  

  （2）セグメント間の内部売上高 －   －  

   計 561,920 100.0 619,622 100.0 

  営業利益 108,498 19.3 99,564 16.1
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  最近２第２四半期連結会計期間における事業別セグメント情報は、次のとおりであります。 

  項目

前第２四半期連結会計期間
（自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

コンポーネント 売上高        

  （1）外部顧客に対する売上高 196,807   226,729  

  （2）セグメント間の内部売上高 9,778   9,638  

   計 206,585 100.0 236,367 100.0

  事業利益 58,516 28.3 56,867 24.1

モジュール 売上高        

  （1）外部顧客に対する売上高 103,476   117,153  

  （2）セグメント間の内部売上高 10   3  

   計 103,486 100.0 117,156 100.0

  事業利益 11,251 10.9 12,057 10.3

その他 売上高        

  （1）外部顧客に対する売上高 712   776  

  （2）セグメント間の内部売上高 9,540   23,230  

   計 10,252 100.0 24,006 100.0

  事業利益 1,205 11.8 2,682 11.2

消去又は本社部門 売上高        

  （1）外部顧客に対する売上高 －   －  

  （2）セグメント間の内部売上高 △19,328   △32,871  

   計 △19,328 － △32,871 － 

  本社部門費 △11,169 － △12,986 － 

連結 売上高        

  （1）外部顧客に対する売上高 300,995   344,658  

  （2）セグメント間の内部売上高 －   －  

   計 300,995 100.0 344,658 100.0

  営業利益 59,803 19.9 58,620 17.0

  （注）１．各区分に属する主な製品又は事業 

     （1）コンポーネント・・・コンデンサ、圧電製品など

     （2）モジュール  ・・・通信モジュール、電源など

     （3）その他    ・・・機器製作、従業員の福利厚生、教育訓練、ソフトウェアの販売など

     ２．セグメント間の内部取引は、市場の実勢価格に基づいております。

     ３．「事業利益」は、売上高から事業に直接帰属する費用を控除した利益であり、「本社部門費」は各セグメ

       ントに帰属しない全社的な管理部門の費用及び基礎研究費で構成されております。

     ４．ソニー株式会社より譲渡された電池事業は、当第２四半期連結会計期間より「コンポーネント」に含んで

       おります。

 

２【その他】

 平成29年10月31日開催の取締役会において、平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録されている株主又は

登録質権者に対し、第82期中間配当として１株につき130円00銭（総額27,657百万円）を支払うことを決議しました。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成２９年１１月１０日

 

株 式 会 社 村 田 製 作 所 

 

     取   締   役   会   御   中  

 

  有限責任監査法人  ト ー マ ツ  

 
 

 
指 定 有 限 責 任 社 員 
 
業 務 執 行 社 員 

  公認会計士 佃 弘一郎   印 

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員 
 
業 務 執 行 社 員 

  公認会計士 石井 尚志   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社村田

製作所の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２９年７月

１日から平成２９年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２９年４月１日から平成２９年９月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」附則第４条の規定により米国におい

て一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（四半期連結財務諸表注記事項Ⅰ参照）に準拠して四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準（四半期連結財務諸表注記事項Ⅰ参照）に準拠して、株式会社村田製作所及び連結子会社の平成２９

年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並

びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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